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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期純利益又は当期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失」としております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

回次 
第33期 

第１四半期連結 
累計期間 

第34期 
第１四半期連結 

累計期間 
第33期 

会計期間 
自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日

自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日 

自  平成26年４月１日
至  平成27年３月31日

売上高 (千円) 1,216,898 1,094,883 4,019,723 

経常利益 (千円) 14,735 39,473 54,860 

親会社株主に帰属する 
四半期純利益又は 
親会社株主に帰属する 
当期純損失(△) 

(千円) 7,580 23,064 △129,115 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 7,580 22,261 △117,312 

純資産額 (千円) 999,290 1,021,244 998,982 

総資産額 (千円) 1,670,292 2,218,749 2,290,295 

１株当たり四半期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

(円) 0.90 2.57 △15.28 

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 59.8 46.0 43.6 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

当第１四半期連結累計期間末(平成27年６月30日)現在における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの分析

は以下のとおりであります。なお、文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当

社が判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用状況の改善や賃上げなど、個人消費を中心に国内の景気

は堅調に推移いたしましたが、ギリシャ情勢や中国の株安等により円安が定着し、輸入価格が上昇するなど、今後

の景気の先行きはいまだに不透明であります。 

当社グループは、主力製品であるメモリ製品の販売においては、前年同期はWindows XPパソコンの買い替え需要

が継続していたため、売上高が大きく伸びたものの、今期はその後押しがなくなったこともあり、売上高としては

減少いたしました。その一方で、本年１月に取得したバディネットが当初想定を上回る業績を上げており、利益の

面では前年同期を上回る結果となりました。 

こうした状況の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、1,094百万円（前年同期比10.0％減）、営業利益は

38百万円（前年同期比679.2％増）、経常利益は39百万円（前年同期比167.9％増）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は23百万円（前年同期比204.2％増）となりました。 

  
セグメントごとの業績は、次のとおりであります。 

  
当社グループは前連結会計年度の第３四半期までは「メモリ製品製造販売事業」「ウェブソリューション事業」

「コンテンツ事業」の３つの報告セグメントでありましたが、前第４四半期連結会計期間において株式会社バディ

ネットを買収したことに伴い、前連結会計年度第４四半期より「メモリ製品製造販売事業」「ウェブソリューショ

ン事業」「コンテンツ事業」「通信コンサルティング事業」の４つの報告セグメントとしております。 

  
①メモリ製品製造販売事業 

メモリ製品製造販売事業は、新規商材の取扱及び通信コンサルティング事業とのシナジー効果の発揮に努めたも

のの、PCの切替需要が一服したことで売上は伸びず、当第１四半期連結累計期間の売上高は794百万円（前年同期比

27.0％減）、営業損失は１百万円（前年同期は４百万円の営業利益）となりました。 

②ウェブソリューション事業 

ウェブソリューション事業は、人員増のために採用活動を強化する一方で、引き続き既存顧客からの受託案件の

開発に注力しており、その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は７百万円（前年同期比16.8％増）、営業損

失は４百万円（前年同期は３百万円の営業損失）となりました。 

③コンテンツ事業 

コンテンツ事業は、新たに池袋でカフェをオープンするための初期投資費用がかかったこともあり、当第１四半

期連結累計期間の売上高は100百万円（前年同期比17.6%減）、営業損失２百万円（前年同期は３百万円の営業利

益）となりました。 
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④通信コンサルティング事業 

通信コンサルティング事業は、当第１四半期連結累計期間の売上高は192百万円、営業利益32百万円となりまし

た。 

なお、通信コンサルティング事業は前第４四半期連結会計期間に追加したため、前期比較はありません。 

  

(2) 財政状態の分析 

(流動資産) 

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は1,816百万円となり、前連結会計年度末1,889百万円と比

べ73百万円減少いたしました。 

主な増減要因は、現金及び預金の減少102百万円、受取手形及び売掛金の減少26百万円、商品及び製品の増加40百

万円、及び原材料の増加12百万円であります。 

(固定資産) 

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は402百万円となり、前連結会計年度末400百万円と比べ２

百万円増加いたしました。 

主な増減内訳は、有形固定資産の増加７百万円、のれんの減少18百万円であります。 

(流動負債) 

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は892百万円となり、前連結会計年度末943百万円と比べ51

百万円減少いたしました。 

主な増減内訳は、買掛金の減少７百万円、未払法人税等の減少29百万円であります。 

(固定負債) 

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は305百万円となり、前連結会計年度末347百万円と比べ42

百万円減少いたしました。 

主な増減内訳は、長期借入金の減少42百万円であります。 

(純資産) 

当第１四半期連結会計期間末における純資産は1,021百万円となり、前連結会計年度末998百万円と比べ22百万円

増加いたしました。 

主な増減内訳は、利益剰余金の増加23百万円であります。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

該当事項はありません。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。  
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 27,328,000 

計 27,328,000 
 

種類 
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成27年６月30日) 

提出日現在発行数 
(平成27年８月10日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 8,974,484 8,974,484 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 
1,000株 

計 8,974,484 8,974,484 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成27年４月１日～ 
平成27年６月30日 

― 8,974,484 ― 700,000 ― 217,043 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成27年３月31日)に基づく株主名簿により記載しております。 

① 【発行済株式】 

(注)  「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、8,000株(議決権８個)が含

まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成27年６月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成27年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
普通株式 1,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式   

    8,932,000  
8,932 ― 

単元未満株式 
普通株式   

41,484 
― ― 

発行済株式総数 8,974,484 ― ― 

総株主の議決権 ― 8,932 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数の
割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社アドテック 

東京都中央区築地２－１－17 1,000 ― 1,000 0.01 

計 ― 1,000 ― 1,000 0.01 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

                      (単位：千円) 

                    
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    
  流動資産    
    現金及び預金 939,003 836,906 

    受取手形及び売掛金 631,450 604,671 

    商品及び製品 158,730 198,912 

    仕掛品 24,518 33,818 

    原材料 91,821 104,733 

    その他 47,931 40,848 

    貸倒引当金 △3,640 △3,648 

    流動資産合計 1,889,815 1,816,243 

  固定資産    
    有形固定資産 11,195 19,135 

    無形固定資産    
      のれん 336,808 318,213 

      その他 3,245 3,210 

      無形固定資産合計 340,053 321,423 

    投資その他の資産    
      その他 112,326 124,446 

      貸倒引当金 △63,096 △62,500 

      投資その他の資産合計 49,230 61,946 

    固定資産合計 400,479 402,505 

  資産合計 2,290,295 2,218,749 

負債の部    
  流動負債    
    買掛金 304,722 297,265 

    短期借入金 350,000 350,000 

    1年内返済予定の長期借入金 165,608 165,554 

    未払法人税等 48,801 19,103 

    賞与引当金 8,873 2,267 

    返品調整引当金 9,439 8,621 

    その他 56,121 49,607 

    流動負債合計 943,566 892,420 

  固定負債    
    長期借入金 310,346 268,208 

    退職給付に係る負債 18,634 19,481 

    資産除去債務 2,949 2,857 

    その他 15,817 14,537 

    固定負債合計 347,746 305,084 

  負債合計 1,291,313 1,197,505 

純資産の部    
  株主資本    
    資本金 700,000 700,000 

    資本剰余金 433,443 433,443 

    利益剰余金 △135,116 △112,052 

    自己株式 △199 △199 

    株主資本合計 998,126 1,021,190 

  その他の包括利益累計額    
    繰延ヘッジ損益 855 53 

    その他の包括利益累計額合計 855 53 

  純資産合計 998,982 1,021,244 

負債純資産合計 2,290,295 2,218,749 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 1,216,898 1,094,883 

売上原価 1,110,127 902,447 

売上総利益 106,770 192,436 

販売費及び一般管理費 101,840 154,018 

営業利益 4,930 38,418 

営業外収益     

  受取利息 12 13 

  為替差益 6,404 275 

  受取出向料 2,220 888 

  債務勘定整理益 1,290 1,229 

  雑収入 540 230 

  営業外収益合計 10,468 2,637 

営業外費用     

  支払利息 644 1,564 

  雑損失 19 18 

  営業外費用合計 663 1,582 

経常利益 14,735 39,473 

特別利益     

  貸倒引当金戻入額 35 596 

  特別利益合計 35 596 

特別損失     

  固定資産除却損 - 686 

  特別損失合計 - 686 

税金等調整前四半期純利益 14,770 39,382 

法人税、住民税及び事業税 8,299 14,489 

法人税等調整額 △1,110 1,829 

法人税等合計 7,189 16,318 

四半期純利益 7,580 23,064 

非支配株主に帰属する四半期純利益 - - 

親会社株主に帰属する四半期純利益 7,580 23,064 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第１四半期連結累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 7,580 23,064 

その他の包括利益     

  繰延ヘッジ損益 － △802 

  その他の包括利益合計 － △802 

四半期包括利益 7,580 22,261 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 7,580 22,261 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

(企業結合に関する会計基準等の適用) 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年

９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該表示の

変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間については、四半期連結財務諸表の組替えを行っております。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期

連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次のとお

りであります。  

  

(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．セグメント利益の調整額900千円には、セグメント間取引900千円が含まれております。 

  

  
前第１四半期連結累計期間 
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

減価償却費 2,001千円 1,600 千円 
のれんの償却額 12,491千円 18,673 千円 

 

            (単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 
（注）
２． 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）１． 

メモリ製品 
製造販売 
事業 

ウェブソリ
ューション

事業 

コンテンツ
事業 

通信コンサ
ルティング

事業 
小計 

売上高               

  外部顧客へ売上高 1,088,350 6,331 122,216 － 1,216,898 － 1,216,898 

  セグメント間の内部売
上高 
  又は振替高 

－ － － － － － － 

計 1,088,350 6,331 122,216 － 1,216,898 － 1,216,898 

セグメント利益又は 
セグメント損失(△)  

4,121 △3,173 3,082 － 4,030 900 4,930 
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注)  １．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

２．セグメント利益の調整額14,340千円には、経営指導料等のセグメント間取引14,340千円が含まれておりま

す。 

  

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

当社グループは前連結会計年度の第３四半期までは「メモリ製品製造販売事業」「ウェブソリューション事業」

「コンテンツ事業」の３つの報告セグメントでありましたが、前第４四半期連結会計期間において株式会社バディ

ネットを買収したことに伴い、前連結会計年度第４四半期より「メモリ製品製造販売事業」「ウェブソリューショ

ン事業」「コンテンツ事業」「通信コンサルティング事業」の４つの報告セグメントとしております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

            (単位：千円) 

  

報告セグメント 
調整額 
（注）
２． 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注）１． 

メモリ製品 
製造販売 
事業 

ウェブソリ
ューション

事業 

コンテンツ
事業 

通信コンサ
ルティング

事業 
小計 

売上高               

  外部顧客へ売上高 794,386 7,398 100,605 192,492 1,094,883 － 1,094,883 

  セグメント間の内部売
上高 
  又は振替高 

－ － － － － － － 

計 794,386 7,398 100,605 192,492 1,094,883 － 1,094,883 

セグメント利益又は 
セグメント損失(△)  

△1,545 △4,157 △2,465 32,247 24,078 14,340 38,418 
 

  
前第１四半期連結累計期間
(自  平成26年４月１日 
至  平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

  １株当たり四半期純利益金額 0円90銭  2円57銭 

  (算定上の基礎)     

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 7,580 23,064 

   普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
金額(千円) 

7,580 23,064 

   普通株式の期中平均株式数(千株) 8,448 8,973 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの
概要 

－ － 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。  
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成27年８月４日

株式会社アドテック 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社アドテ

ックの平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成２７年４月１

日から平成２７年６月３０日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成２７年４月１日から平成２７年６月３０日まで)に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社アドテック及び連結子会社の平成２７年６月３０日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

  

優成監査法人 
 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士    狐  塚   利  光 
 

指 定 社 員 
業務執行社員 

  公認会計士    中    田         啓 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期  

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成27年８月10日 

【会社名】 株式会社アドテック 

【英訳名】 ADTEC Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  下津 弘享 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都中央区築地二丁目１番17号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長下津 弘享は、当社の第34期第１四半期（自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

  

２ 【特記事項】 

特記すべき事項はありません。 
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